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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

第３四半期連結累計期間
第70期

第３四半期連結累計期間
第69期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 33,818,187 36,749,928 44,493,282

経常利益 （千円） 1,429,750 1,483,810 2,066,982

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 861,984 948,927 1,145,617

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,242,654 1,178,276 1,975,331

純資産額 （千円） 19,178,111 20,503,717 19,910,788

総資産額 （千円） 30,173,687 35,583,186 27,059,268

１株当たり四半期（当期）純

利益金額
（円） 42.71 47.02 56.77

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.6 57.6 73.6

 

回次
第69期

第３四半期連結会計期間
第70期

第３四半期連結会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.33 11.89

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、当第３四半期連結累計期間において、株式会社インターフオルムの全株式を取得したため、同社を連結子会

社としております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当社は、平成27年10月30日開催の取締役会において、株式会社インターフオルムの全株式を取得し、完全子会社化

することについて決議し、同日株式譲渡契約を締結しました。当該契約に基づき、平成27年11月２日に同社の全株式

を取得しております。

なお、詳細につきましては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項(企業結合等関係)」に記載

のとおりであります。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適

用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費が持ち直しつつあることや企業収益に改善の動き

がみられる等、緩やかな回復基調で推移する一方、原油価格の下落や中国経済の減速による影響など、不安定な

要素も拡大しました。

当業界におきましても、実店舗とオンラインストアを統合した小売業の新たな動きなど、消費者の購買チャネ

ルが一層多様化する一方、訪日外国人の増加による所謂インバウンド消費の拡大など、新たなビジネスチャンス

も出現しております。このような状況のもと、当社グループといたしましては、自社オリジナル商品の開発を強

化しつつ、既存市場におけるシェア拡大に注力するとともに、中国向けの所謂越境ＥＣ事業者との取引拡大な

ど、新規販売チャネルの開拓に取り組んでまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は367億49百万円（前年同期比8.7％増）、営業利益は８億64百

万円（前年同期比14.0％増）、経常利益は14億83百万円（前年同期比3.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は９億48百万円（前年同期比10.1％増）となりました。

品目別売上高につきましては、

「ダイニング用品」は、ステンレスボトル、ランチボックス、ポット等の売上高により、103億96百万円（前年

同期比20.3％増）となりました。

「キッチン用品」は、フライパン、包丁、ギフトセット等の売上高により、140億37百万円（前年同期比9.7％

増）となりました。

「サニタリー用品」は、清掃用具、ヘルスメーター、スペアテープ等の売上高により、53億99百万円（前年同

期比7.0％増）となりました。

「収納用品」は、プラスチック引き出しケース、玄関小物用品、キッチンアクセサリー等の売上高により、28

億９百万円（前年同期比2.1％減）となりました。

「シーズン用品他」は、電池、暖房小物、クーラーボックス等の売上高により、41億７百万円（前年同期比

8.0％減）となりました。

報告セグメント別売上高につきましては、「北海道・東北」が19億81百万円（前年同期比3.3％増）、「関東」

が181億90百万円（前年同期比8.5％増）、「中部」が29億30百万円（前年同期比12.3％増）、「近畿」が76億98

百万円（前年同期比11.2％増）、「中四国・九州」が53億64百万円（前年同期比8.6％増）、「その他」が５億96

百万円（前年同期比11.1％減）となりました。

また、報告セグメント別利益につきましては、「北海道・東北」が73百万円（前年同期比19.1％増）、「関

東」が12億22百万円（前年同期比6.7％増）、「中部」が１億44百万円（前年同期比17.6％増）、「近畿」が３億

65百万円（前年同期比25.2％増）、「中四国・九州」が２億44百万円（前年同期比4.6％減）、「その他」が35百

万円（前年同期はセグメント利益３百万円）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は247億12百万円となり、前連結会計年度末に比べ80億83百万円

増加いたしました。これは主に現金及び預金が34億25百万円、受取手形及び売掛金が26億５百万円、商品及び製

品が21億１百万円増加したことによるものであります。固定資産は108億70百万円となり、前連結会計年度末に比

べ４億40百万円増加いたしました。これは主に投資有価証券が３億32百万円増加したことによるものでありま

す。

この結果、総資産は355億83百万円となり、前連結会計年度末に比べ85億23百万円増加いたしました。
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（負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は142億88百万円となり、前連結会計年度末に比べ78億68百万円

増加いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が48億88百万円、短期借入金が31億97百万円増加したことによ

るものであります。固定負債は７億90百万円となり、前連結会計年度末に比べ62百万円増加いたしました。これは

主に繰延税金負債が67百万円増加したことによるものであります。

この結果、負債合計は150億79百万円となり、前連結会計年度末に比べ79億30百万円増加いたしました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は205億３百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億92百万

円増加いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益９億48百万円及びその他有価証券評価差額金

２億７百万円の増加と剰余金の配当５億85百万円によるものであります。

この結果、自己資本比率は57.6％（前連結会計年度末は73.6％）となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）

(平成27年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成28年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,214,480 20,214,480
東京証券取引所

市場第一部
（注）

計 20,214,480 20,214,480 － －

 （注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、当社における標準となる株式であります。また、単元株

式数は100株であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 20,214,480 － 1,706,000 － 1,269,000

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      32,800 －

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式  20,174,300 201,743 同上

単元未満株式 普通株式       7,380 － －

発行済株式総数 20,214,480 － －

総株主の議決権 － 201,743 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

中山福株式会社
大阪市中央区島之内一丁

目22番９号
32,800 － 32,800 0.16

計 － 32,800 － 32,800 0.16

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   
流動資産   

現金及び預金 2,730,931 6,156,408

受取手形及び売掛金 10,568,318 13,173,975

商品及び製品 3,050,101 5,151,581

その他 280,494 230,326

貸倒引当金 △1,279 －

流動資産合計 16,628,567 24,712,291

固定資産   
有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,552,597 3,453,339

土地 3,325,642 3,325,642

建設仮勘定 － 29,672

その他（純額） 121,500 110,825

有形固定資産合計 6,999,741 6,919,480

無形固定資産   

のれん 137,159 271,175

その他 34,055 41,348

無形固定資産合計 171,214 312,523

投資その他の資産   

投資有価証券 3,192,484 3,524,627

その他 95,560 142,562

貸倒引当金 △28,300 △28,300

投資その他の資産合計 3,259,744 3,638,890

固定資産合計 10,430,700 10,870,894

資産合計 27,059,268 35,583,186

負債の部   
流動負債   

支払手形及び買掛金 5,045,728 9,934,302

短期借入金 － 3,197,225

1年内返済予定の長期借入金 － 6,676

未払法人税等 450,196 229,782

賞与引当金 216,091 114,542

その他 708,454 806,110

流動負債合計 6,420,470 14,288,638

固定負債   

役員退職慰労引当金 122,392 131,961

退職給付に係る負債 355,570 319,933

その他 250,047 338,935

固定負債合計 728,010 790,829

負債合計 7,148,480 15,079,468

純資産の部   
株主資本   

資本金 1,706,000 1,706,000

資本剰余金 1,269,049 1,269,049

利益剰余金 15,986,289 16,349,949

自己株式 △13,591 △13,671

株主資本合計 18,947,747 19,311,327

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,162,105 1,369,323

繰延ヘッジ損益 30 △105

退職給付に係る調整累計額 △199,095 △176,827

その他の包括利益累計額合計 963,041 1,192,390

純資産合計 19,910,788 20,503,717

負債純資産合計 27,059,268 35,583,186
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 33,818,187 36,749,928

売上原価 27,717,437 30,210,660

売上総利益 6,100,749 6,539,267

販売費及び一般管理費 5,342,824 5,675,108

営業利益 757,924 864,159

営業外収益   

受取利息 295 714

受取配当金 35,956 40,869

仕入割引 503,282 523,377

受取保険金 67,475 －

その他 67,169 57,171

営業外収益合計 674,180 622,133

営業外費用   

支払利息 1,598 1,449

その他 755 1,033

営業外費用合計 2,354 2,482

経常利益 1,429,750 1,483,810

特別利益   

固定資産売却益 － 411

投資有価証券売却益 59,895 0

特別利益合計 59,895 411

特別損失   

減損損失 99,442 －

固定資産除却損 1,524 21

特別損失合計 100,967 21

税金等調整前四半期純利益 1,388,678 1,484,200

法人税等 526,694 535,272

四半期純利益 861,984 948,927

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 861,984 948,927

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 861,984 948,927

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 360,434 207,217

繰延ヘッジ損益 △33 △135

退職給付に係る調整額 20,268 22,267

その他の包括利益合計 380,670 229,349

四半期包括利益 1,242,654 1,178,276

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,242,654 1,178,276

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

第３四半期連結会計期間において、株式会社インターフオルムの全株式を取得したため、連結の範囲に含めて

おります。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対

する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度

の費用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結

合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会

計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及

び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前

第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを

行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ58,380

千円減少しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 123,751千円 150,412千円

のれんの償却額 28,544 17,144
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月12日

取締役会
普通株式 544,903 27 平成26年３月31日 平成26年６月９日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月12日

取締役会
普通株式 585,267 29 平成27年３月31日 平成27年６月９日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

北海道・

東北
関東 中部 近畿

中四国・

九州
計

売上高           

外部顧客へ

の売上高
1,918,841 16,766,283 2,609,435 6,922,899 4,938,613 33,156,073 662,114 33,818,187 － 33,818,187

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ 717 － － － 717 8,570 9,287 △9,287 －

計 1,918,841 16,767,000 2,609,435 6,922,899 4,938,613 33,156,790 670,684 33,827,474 △9,287 33,818,187

セグメント

利益
62,077 1,146,066 123,081 291,794 256,629 1,879,650 3,712 1,883,362 △1,125,437 757,924

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない地域別セグメントであり、インターネット通信

販売事業、海外への輸出及びその他売上高等を含んでおります。

     ２．セグメント利益の調整額△1,125,437千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

1,123,534千円及びその他の調整額△1,903千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費であります。

     ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

当第３四半期連結累計期間において、「中四国・九州」セグメントで減損損失を99,442千円計上して

おります。これは、福岡支店の移転に伴う処分予定の土地及び建物について、帳簿価額を回収可能価額

にまで減額したことによるものであります。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

北海道・

東北
関東 中部 近畿

中四国・

九州
計

売上高           

外部顧客へ

の売上高
1,981,711 18,188,958 2,930,615 7,698,121 5,364,477 36,163,885 586,043 36,749,928 － 36,749,928

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ 1,441 － － － 1,441 10,429 11,870 △11,870 －

計 1,981,711 18,190,399 2,930,615 7,698,121 5,364,477 36,165,326 596,472 36,761,798 △11,870 36,749,928

セグメント

利益
73,908 1,222,360 144,701 365,393 244,795 2,051,159 35,810 2,086,969 △1,222,810 864,159

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない地域別セグメントであり、インターネット通信

販売事業、海外への輸出及びその他売上高等を含んでおります。

     ２．セグメント利益の調整額△1,222,810千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

1,217,143千円及びその他の調整額△5,667千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費であります。

     ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

「その他」セグメントにおいて、株式会社インターフオルムの全株式を取得し、当第３四半期連結累

計期間より連結子会社としております。なお、当該事象によるのれんの増加額は151,161千円でありま

す。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社インターフオルム

事業の内容　　　　　照明器具、時計、ファブリック製品等、インテリア関連製品の企画、開発、輸入販売

（2）企業結合を行った主な理由

当社は、ホームユース製品の専門商社として業界のリーディングカンパニーを目指すべく、既存市場のシェ

ア拡大、新規販売チャネルの開拓、海外市場への販路拡大、自社オリジナル商品の強化を経営戦略として取り

組んでおりますが、この度、同戦略推進の一環として、同社の株式を取得することにより、既存市場に新たな

商材を提供するとともに、同社のお取引先との関係強化や当社グループ企業との連携などを通じて、新しい市

場を創造するなど、当社グループの成長戦略の一助となるため。

（3）企業結合日

平成27年11月２日

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称

株式会社インターフオルム

（6）取得した議決権比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金を対価として株式会社インターフオルムの発行済株式の100％を取得したため。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成27年12月31日をみなし取得日としているため、当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書には

被取得企業の業績を含んでおりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金及び預金 600,030千円

取得原価 600,030

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

151,161千円

（2）発生原因

取得原価が企業結合日の時価純資産額を上回ったため、その差額をのれんとして計上しております。

（3）償却方法及び償却期間

８年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 42円71銭 47円02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 861,984 948,927

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
861,984 948,927

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,181 20,181

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月10日

中山福株式会社

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小市 裕之   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 笹山 直孝   印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中山福株式会社

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中山福株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

       ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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